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1. 問題意識

わが国の父親の家事・育児参加は低水準であ

り、女性の就業や出生行動に負の影響を与える可

能性が高いことが指摘されている１）。こうした背

景から、社会学を中心に父親の育児参加の規定要

因に関する実証研究が行われてきた。主なものと

して加藤ほか（1998）、Nishioka（1998）、松田

（2001，2002）、津谷（2002）、永井（2004）があ

る。特に松田（2001）と永井（2004）は本稿と同

じデータを用いている。これらの先行研究は、米

国での研究蓄積に基づいた父親の育児参加の規定

要因に関する仮説について検証している。主な仮

説には、松田（2002）によれば、（a）家事・育児

の量（子どもの人数や年齢など）、（b）時間的余

裕（父母の就業状態など）（c）相対的資源（父母

の収入や学歴の差など）、（d）イデオロギー（性

別分業観など）があり、先行研究では以下の分析

結果が得られている２）。

家事・育児の量では、子どもが多い場合に父親

の育児参加が増加する（加藤ほか1998）という結

果と、子ども数の影響はない（Nishioka 1998）と

する結果がある。一方、末子の年齢が低いほど父

親の育児参加が増加することはいずれの研究でも

一致している。また、祖父母との同居の影響は、

いずれの先行研究においても有意な結果は得られ

ていない。時間的余裕では、父親就業の影響は、

父親の労働時間が短い場合に父親の育児参加が増

加し（加藤ほか 1998; 松田 2001; 津谷 2002; 永井

2004）、帰宅時間が遅いことが育児参加を減少さ

せる（Nishioka 1998; 松田 2002）という結果が得

られている。母親の就業の影響は、フルタイム就

業などで家庭で過ごす時間が短く、高収入である

などの場合、父親の育児参加が増加することがい

ずれの研究でも確認されている。相対的資源で

は、父母の学歴の影響については確認されていな

い（加藤ほか 1998; Nishioka 1998; 津谷 2002）も

のが大半だが、父親の学歴が高い場合、父親の育

児参加が増加する（松田 2001，2002）という結果

も得られている。イデオロギーに関しては、その

影響は確認されていない（加藤ほか 1998;

Nishioka 1998; 松田 2001）。

こうした先行研究において２点ほど課題が残さ

れていると考えられる。

１点目として、先行研究では父母の就業状態が

外生的に扱われ、世帯属性などの変数と同時に説

明変数として用いられているが、Becker（1965）、

Gronau（1977）のような時間配分の観点からみ

ると、父母の育児・労働時間は市場賃金率や世帯

属性に対して弾力的であり、内生的に決定される

可能性がある３）。もちろんわが国では、父親の就

業は世帯属性等に対して非弾力的である可能性が

高いが、母親の就業は弾力的であると推察され

る。そのため、母親の就業状態と世帯属性などを

同時に推定式に入れたために、先行研究では有効

な推定がなされていない可能性がある。したがっ

て、家計における時間配分の現状を明らかにし、

必要な操作を行ったうえで父親の育児参加の決定

要因を分析する必要がある。

２点目に、父親の仕事による拘束時間として、
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加藤ほか（1998）では残業、通勤を含む時間、

Nishioka（1998）、松田（2002）では帰宅時間が

用いられているが、推定されているのは労働時間

と通勤時間の合成した影響である。そのため、い

わゆる「子ども子育て応援プラン４）」にあるよう

に（時間外）労働時間を減少させた場合の、労働

時間固有の父親の育児参加への影響はわかってい

ない。その意味では、松田（2001）と津谷（2002）

は労働時間を使用しているが、仕事による拘束時

間として重要な通勤時間が考慮されていない５）。

そこで永井（2004）は労働時間と通勤時間の影響

を調べているが、一元配置の分散分析にとどま

り、多元配置の分散分析では労働時間の影響のみ

が分析されている。そこで本稿では、父親の仕事

による拘束時間として、労働時間と通勤時間を同

時に推定に用い、父親の育児参加に与える個別的

な影響について検証する。

2. 実証分析の枠組み

本節では、家計内時間配分の理論モデルから、

実証分析の枠組みを提示する。

最初に、家計は（1）式に示したように市場財X

の消費と子どもの質Qから効用を得るものとする。

ここで、子どもの質Qは、子ども数Nと子ども

の年齢構成Aを与件とし、（2）式の生産関数を通

して、父母それぞれの時間投入によって生産され

るものとする。

（2）式のhは子どもの質を生産するための投入

時間（育児時間）であり、添え字の f は父親、m

は母親を示している。父母は、それぞれの総利用

可能時間Tを、育児時間h、市場での労働時間lと

通勤時間tに配分するものとすると、時間制約は

（3）式のようになる。ただし、ここでは通勤時間

tは外生とする。

また、幼い子どもをもつ母親が市場労働するた

めには、労働時間（lm）に等しいだけの第三者に

よる育児時間（ho）を購入する必要がある。すな

わち母親については、lm=hoの制約が追加される。

ここで市場財の価格を1とし、購入する育児時間

の価格をp、市場賃金率をwとすると、家計の予算

制約は（4）式のようになる。

これらのモデル設定により、家計の最適化行動

から、父母の時間配分に関して（5）式の条件が

導き出される。

（5）式からわかるように家計は、父親の市場賃

金率と、購入する育児時間の価格を差し引いた母

親の実質賃金率とを考慮して、父母の最適な時間

配分を決定する。すなわち、父親は自身の賃金率

のみならず、母親の実質賃金率の影響も受ける可

能性がある。しかし、家計は実際には父母の両者

で構成されており、父母が互いの市場賃金率に非

弾力的なケースでは、父母それぞれの市場賃金率

wf、wmの上昇は自身の育児時間を減少させ、同時

に市場での労働時間を増加させることになる。同

様に、購入する育児時間の価格pの上昇によって

母親の育児時間が増加し、労働時間が減少すると

考えられる。しかし、生産関数Qの形状や父母が

互いの市場賃金率等にどの程度反応するかは先見

的にはわからないため、市場賃金率と購入する育

児時間の価格の上昇が、父母の育児時間と労働時

間に与える影響は必ずしも明らかではなく、実証

分析によって確認する必要がある。また、時間制

約としての通勤時間tの影響については、通勤時間

の増加は家計の時間的余裕を減少させ、育児時間

と労働時間に負の影響を与える可能性が高いと考

えられる。

また、このモデルでは、父母の労働時間は育児

 



時間とともに内生的に決定されていることが示さ

れている。この点について確認するために、本稿

では最初に父母の就業に関する推定を行い、父母

の就業が市場賃金率や世帯属性の変数にどの程

度、影響されるかを分析する。そして次の段階と

して、父母の就業に関する推定結果を考慮し、必

要な操作を行った上で父親の育児参加の推定を行

う６）。

3. データと変数

（1）データ

本稿では、1999年に日本家族社会学会が実施し

た「家族についての全国調査（NFRJ98）」（以下、

家族調査）の個票データを用いる。この調査は

1998年12月時点で満28～77歳の全国の男女に対し

て行われ、回収数は6,985人である。

本稿ではこのうち、（i）末子年齢が学齢前（６

歳未満）、（ii）有配偶世帯、（iii）父親が就業して

いる世帯、のiからiiiの条件をすべて満たす回答者

を分析対象とした７）。その結果、本稿で用いる分

析対象は701サンプルとなった。

（2）被説明変数

家族調査では、父母の労働時間について何時間

何分の形でデータが得られる。そこで、労働時間

を分単位に直したものを父母の就業に関する推定

の被説明変数として用いる。父親の労働時間は

480分と600分で約半数を占め、母親の労働時間は

末子年齢の低さを反映して半数以上が０分であっ

た。

育児については、家族調査では１週間の頻度に

関するデータがあり、この頻度を父親の育児参加

の被説明変数として用いる８）。父親の育児参加の

頻度の分布は図表－１に示したとおりである。

（3）説明変数

ここでは、先に示した実証分析の枠組みに基づ

き、推定で用いる説明変数について示す。

（a）市場賃金率

父母の市場賃金率の代理変数として、人的資本

の蓄積度、すなわち教育程度を用いる。具体的に

は、最終学歴から教育年数を計算して推定に用い

る。教育年数の増加は労働時間を増加、育児時間

を減少させる可能性が考えられるが、モデル上で

は必ずしも明らかではなかった。

（b）祖父母との同居

購入する育児時間の価格として用いる。すなわ

ち、保育所などでの育児時間を祖父母が完全に代

替するのは難しいが、祖父母が同居することで延

長保育や休日保育などの利用による追加的な支出

を減らし、購入する育児時間のコストが低下する

と考えられる。

（c）通勤時間

家族調査では、片道の通勤時間についての質問

があり、何時間何分の形でデータが得られてい

る。そこで、通勤時間を分単位に直して２倍し、

往復の通勤時間として推定に用いる９）。通勤時間

の増加は、家計の利用可能時間を減少させ、労働

時間と育児参加の双方に負の影響を与えると考え

られる。

（d）子どもの属性

モデルで示したように、子どもの質の生産にお

いて、子どもの属性をコントロールする必要があ
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図表--1 父親の育児参加の頻度 
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る。そこで、末子年齢と子ども数を説明変数とし

て用いる。

（e）父母の年齢

世代および加齢による影響を年齢でコントロー

ルする。ただし、父母の年齢は相関が高いため、

父親に関する推定では父親の年齢を、母親に関す

る推定では母親の年齢を用いる。

（f）居住都市規模

地方と都市部では、父母の働き方や育児分担に

関する社会通念が異なると考えられる。こうした

地域的な要因を取り除くため、回答者の居住都市

の規模をダミー変数として用いる。具体的には、

最も規模の小さい町村を基準に、13大都市居住ダ

ミー、10万以上都市居住ダミー、10万未満都市居

住ダミーを作成した。

以上で述べた被説明変数と説明変数の基本統計

量は図表－２に示したとおりである。父親の育児

参加は、松田（2001）と同様に父親回答の方が高

めに出ている。そこで、父親の育児参加の推定に

ついては、回答者が父母のどちらであるかでサン

プルを分ける。

4. 推定結果

実証分析の枠組みで述

べたように、本節では2

段階の分析を行う。最初

に父母の就業に関する推

定を行い、その結果を踏

まえて、次に父親の育児

参加の規定要因に関する

推定を行う。

（1）父母の就業に関す

る推定

父母の就業に関する推

定結果を図表－３に示し

た。父親の労働時間はOLS、母親については非就

業者（労働時間が０分）が多いため、労働時間を

Tobitで推定したほか、就業の有無についてProbit

推定を行った。Probit推定の結果では限界効果も

示している。

最初に父親の労働時間（回帰１）の推定結果に

ついて述べる。父親の教育年数の係数が正で有意

となり、高学歴の男性ほど長い時間、労働してい

ることが示された。ただし、推定された係数の値

は非常に小さく、１年の教育年数の増加に対して

労働時間の増加は８分程度である。定数項が557

分（９時間17分）であることからも、父親の労働

時間に対する教育年数の影響はわずかである。父

親の通勤時間の係数は有意とはならなかった。ま

た、末子年齢および子ども数が父親の労働時間に

与える影響は確認されていない。祖父母との同居

の係数が負で有意となった。ただし、その効果も

約25分の減少であり、それほど大きくない。これ

らの結果から、父親の労働時間は市場賃金率と世

帯属性から受ける影響は小さく、おおむね非弾力

的であるといえ、外生変数として父親の育児参加

の説明変数に用いても問題ないと考えられる。

次に母親の労働時間（回帰２）と就業の有無

（回帰３）の推定結果について述べる。

母親の労働時間の推定では、父親の教育年数の

図表--2 基本統計量 
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係数が負で有意であり、１年の増加で母親の労働

時間が約31分減少する。また、母親の教育年数の

係数は正で有意であり、教育年数１年の増加で労

働時間が約44分増加する。そのほか、祖父母の同

居によって約188分の増加、父親の通勤時間１分

の増加で約１分半の減少、末子年齢が１歳上昇す

ると約60分増加する。母親の就業の有無の推定で

は、母親の労働時間の推定結果と有意性および係

数の正負において一致している。各要因の母親の

就業確率に与える限界効果をみると、父親の教育

年数１年の増加で約３%の減少、母親の教育年数

１年の増加で約４%の増加、祖父母との同居で約

16%の増加、父親の通勤

時間１分の増加で約0.1%

の減少、末子年齢１歳の

上昇で約６%の増加、と

なっている。

母親の就業に関する分

析結果から、有意な変数

が多く、労働時間の推定

式では係数の値も大きい

ことがわかった。すなわ

ち、母親の就業は父母の

学歴とその他の世帯属性

に大きく影響されている

といえる。したがって、

こうした世帯の属性とと

もに母親の就業状態を父

親の育児参加の説明変数

として用いた場合、説明

変数と誤差項の相関が生

じる可能性が高くなるた

め、そうした推定方法は

妥当ではないと考えられ

る。

（2）父親の育児参加に

関する推定

前項でみたように、父

親の育児参加を推定する

上で、母親の就業状態を

他の世帯属性とともに、外生的に説明変数として

用いるのは妥当ではないと考えられる。

この問題の対処法は二つ考えられる。一つは、

母親の就業状態を推定し、その推定値を父親の育

児参加の推定式に説明変数として加えるものであ

る。もう一つは、母親の就業状態でサンプルを分

け、父親の育児参加について推定するものである。

最初に、推定した母親の就業状態を説明変数に

入れる分析を行うが、先行研究との比較を考慮し

て、まず母親の就業ダミーを外生的に説明変数に

加えた推定を行う。ここでの被説明変数となる父

親の育児参加の指標はカウントデータであるため
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***:p<0.001, **:p<0.01, *:p<0.05, †:p<0.1。（ ）内はOLS、Tobitがt値、Probitが漸近的t値     
注: 被説明変数は就業＝1、非就業＝0

図表--3 父母の就業に関する推定 
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Ordered Probitで推定し、その推定結果（回帰

４、５）を図表－４に示した10）。主な結果をみると、

父親の教育年数の係数は有意ではなかったが、母

親の教育年数の係数が母親回答で正で有意であっ

た。父親の労働時間は負で有意に推定されてお

り、通勤時間は父親回答でのみ負で有意である。

母親の就業ダミーの係数は正で有意となった。末

子年齢の係数は負で有意に推定されたが、子ども

数は有意でない。さらに、祖父母との同居は、父

親の育児参加に影響を与えていないという結果が

得られた。これらの推定結果は先行研究、特に同

じデータを使った松田（2001）、永井（2004）の

ものとほぼ一致している。また、松田（2001）で

指摘されているように、

父母回答別の推定結果で

違いが生じている。

次に、母親の推定就

業確率を説明変数に用い

た推定を行う11）。図表－
４の推定結果（回帰６、

７）をみると、父親回

答で父親の年齢が負で有

意なほかは、父親の労働

時間のみ有意であり符号

は負であった。この推定

でも父親の労働時間の長

さが父親の育児参加の減

少要因として重要である

ことが示されている。一

方、母親の推定就業確

率の係数の符号は正を示

しているが、有意ではな

い。さらに、松田（2001）、

永井（2004）をはじめ多

くの先行研究で負の影響

が確認されていた末子年

齢の影響は、本稿では確

認されていない。これら

の推定結果は、母親の

就業を内生的に扱った場

合、母親の就業を外生

的に扱った推定とは異なる結果が得られることを

示している。ただし、母親の就業状態はフルタイ

ムになってはじめて父親の育児参加に影響を与え

ることが松田（2001，2002）で示されており、本

稿は単純に就業の有無の影響をみたに過ぎないこ

とには留意されたい。

続いて、先にあげた二つ目の方法として、サン

プルを共働き世帯と片働き世帯に分けることで母

親の就業状態をコントロールするが、それによっ

て生じるサンプル・セレクション・バイアスを考

慮した上で、父親の育児参加の規定要因について

推定を行う。そこで、母親の就業の有無に関する

Probit推定を行い、得た逆Mills比を父親の育児参

***:p<0.001, **:p<0.01, *:p<0.05, †:p<0.1。（ ）内は漸近的t値     
 

図表--4 父親の育児参加に関する推定（母親の就業変数別） 
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加の推定式に入れてバイアスを修正する12）。その

推定結果は図表－５のとおりであるが、父母の就

業形態別の推定式において、左２列に逆Mills比を

入れた推定結果、右２列には逆Mills比を入れない

推定結果を示した。

最初に共働き世帯の推定結果についてみると、

母親回答の回帰９で逆Mills比の係数が正で有意で

あった。これはサンプル・セレクション・バイア

スが生じており、これを考慮しないで推定した場

合、偏りのある結果が導かれることを示唆してい

る。そこで、母親回答は回帰９を、父親回答は逆

Mills比が有意でなかったので回帰10を採用する。

主な結果として、父親の労働時間と父親の通勤時

間が負で有意であった。特に父親の通勤時間の係

数は父親の労働時間の係数よりも大きく、父親の

通勤時間が父親の育児参加により大きな影響を及

ぼすことが示された。また、末子年齢はいずれの

推定式でも有意ではない。その他、母親回答の

み、父母の教育年数、祖父母との同居、13大都市

居住が有意に推定されている。

次に片働き世帯の推定結果について確認する

と、逆Mills比の係数は有意ではなく、サンプル・

セレクション・バイアスの影響は確認されなかっ

たため、回帰14、15を採用した。推定結果をみる

***:p<0.001, **:p<0.01, *:p<0.05, †:p<0.1。（ ）内は漸近的t値     
 

図表--5 父親の育児参加に関する推定（父母の就業形態別） 
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と、両回帰式で共通して、父親の労働時間の係数

が負で有意であった。母親が専業主婦の世帯にお

いても、父親の労働時間の長さは父親の育児参加

を減少させるといえる。しかし、通勤時間の影響

は確認されなかった。また、末子年齢の係数が負

で有意であり、片働き世帯では先行研究と同じよ

うに末子年齢の上昇が父親の育児参加を減少させ

るという結果が得られている。

5. おわりに

本稿は、父親の育児参加の規定要因について経

済学的な視点から分析を試み、以下の実証結果を

得た。

家計の時間配分について、父親の労働時間が世

帯属性から受ける影響は小さいが、母親の労働時

間（および就業の有無）は大きく影響される。し

たがって、父親の育児参加の規定要因を明らかに

するうえで、母親の就業状態を外生的に世帯属性

と同時に説明変数に用いるのは妥当ではない。こ

の問題に対処するため、本稿では二つの方法で父

親の育児参加の規定要因について推定した。

一つ目の方法として、母親の就業状態を内生的

にとらえた推定では、同じデータを使った先行研

究で影響ありとされていた母親就業と末子年齢の

影響が確認されなかった。本稿は単に就業の有無

を用いたという限定的なものであるが、先行研究

による知見も再検討の必要があると考える。

二つ目の方法として、共働き世帯と片働き世帯

に分けることで母親の就業状態をコントロールし、

それによって生じるサンプル・セレクション・バ

イアスを修正した上で父親の育児参加について推

定した。その結果、父親の労働時間が長い場合、

いずれの世帯でも父親の育児参加が減少する一

方、父親の通勤時間の長さは、共働き世帯でのみ

父親の育児参加を減少させることが示された。さ

らに、共働き世帯では父親の労働時間よりも通勤

時間の影響のほうが大きいという結果が得られた。

したがって、父親の育児参加を増加させる政策と

して、先行研究で指摘されているように（松田

2002など）、仕事による拘束時間の減少などで帰

宅時間を早めることに効果はあると考えられる。

ただし、労働時間か通勤時間のどちらが減少する

かでその促進効果は異なり、また、夫婦の就業形

態によっても効果の有無が異なるといえる。

政策的インプリケーションについては、今後、

主流となる共働き世帯を考えると通勤時間に関す

る政策が重要であろう。都市部では、電車など公

共交通が主な通勤手段であり、過密な通勤ラッシ

ュが問題になっている。通勤時間の長さが過度の

疲労を引き起こし育児参加に負の影響を与えてい

るとすれば、時差出退勤の促進などで疲労を少な

くし、通勤の質を改善することは一助になると考

えられる。また、地方では車が通勤の主な手段の

ため道路渋滞が問題となっている。そこで、郊外

に車を止めて電車を使うなど、市街地への車の流

出入量を減らし、渋滞を解消する政策がとられて

いる。これは、全体として通勤時間を減少させる

可能性がある。したがって、居住している地域特

性により実行可能な政策は異なるが、これらの政

策推進は父親の育児参加促進という面でも有効で

ある。

付記
二次分析に当たり、東京大学社会科学研究所付属日本
社会研究情報センターSSJデータアーカイブから「家族
についての全国調査（NFRJ98）」（日本家族社会学会）
の個票データの提供を受けた。

本稿は日本経済学会2005年度秋季大会での報告を修
正したものである。当該学会では、大石亜希子氏（千
葉大学）から有益なコメントをいただいた。また、吉
田浩氏（東北大学）からもアドバイスをいただいた。
記して感謝する。なお本稿にありうべき誤謬はすべて
筆者の責任である。

注
1）Nishioka（1998）、Tsuya（2000）などを参照。
2）父親の育児参加の指標は、津谷（2002）が1週間に費

やした時間を、加藤ほか（1998）、Nishioka（1998）、
松田（2001、2002）、永井（2004）は週あたりの頻度
や父親の自己評価を用いている。

3）Solberg and Wong（ 1992）、 Hallberg and
Klevmarken（2003）は、共働き世帯を対象に、家
事・育児時間や労働時間を内生的にとらえ、その決定
要因について分析した。両研究で、幼い子どもの存在
が父親の家事・育児時間に与える影響は確認されてい
ない。また、Solberg and Wongでは、通勤時間が時
間配分に影響を与えていること、Hallberg and
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Klevmarkenでは、育児時間、労働時間などが内生的
に決定されていることが確認されている。

4）2004年12月、少子化社会対策会議の決定「少子化社
会対策大綱に基づく重点施策の具体的実施計画につい
て」。

5）父親の通勤時間の影響を調べる必要性は、加藤ほか
（1998）でも指摘されている。さらに、柴田・ボイル
ズ（1996）、小原（2000）は家事時間に関する分析で
あるが、男性の通勤時間が家計の時間配分に少なから
ぬ影響を与えると指摘している。

6）時間配分の内生性の検定方法は、Hallberg and
Klevmarken（2003）のように操作変数法を用いたも
のがある。しかし、それはOLSをベースにしたもので
あり、本稿で用いるのはカウントデータ（父親の育児
参加）や0に偏りのあるデータ（母親の労働時間）で
あり取り扱いが難しい。そのため本稿では、間接的な
方法で検証し、詳細な検定は今後の課題としたい。

7）父親の労働時間で３標準偏差外の回答者がわずかに存
在したが、分析対象から外した。また、推定に用いる
変数で欠損のある回答者も除外した。

8）父親の育児に関して母親との分担という視点も重要だ
が、分析対象世帯の母親の97％が、育児参加の頻度と
して「ほぼ毎日」を選択している。そのため、父親の
みの育児参加指標と父母間の育児分担指標はほとんど
変わらない数値になる。したがって、ここでは父親の
みの指標を用いた。

9）母親の通勤時間については、共働き世帯における父親
の育児参加の推定でのみ使用している。

10）OLSによる推定も行ったが、ほぼ同じ結果が得られた
ため、その推定結果は、ここでは省略する。以降の推
定結果も同様である。

11）母親の労働時間の推定値を用いることもできるが、
Tobitによる推定値ではマイナスの推定労働時間が生
じるため、母親の推定就業確率を用いた推定のみを行
う。

12）共働き世帯には母親就業＝1、非就業＝0をProbit推定
して得られた逆Mills比を用い、片働き世帯には母親非
就業＝1、就業＝0をProbit推定して得られた逆Mills比
を用いた。
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